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１． 17 年９月中間期の業績(平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                                 （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

6,016  9.2
5,511  12.1

367 212.8
117  14.1

340 280.1
89  72.5

17 年３月期 10,607 326 266 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

225 289.6 
57 △26.5 

14.71 
3.77 

17 年３月期 182 11.00 

 
 

 (注)①期中平均株式数    17 年 9 月中間期 15,356,853 株 16 年 9 月中間期 15,375,231 株 17 年 3 月期 15,370,772 株 
     ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

――――― 
――――― 

――――― 
――――― 

 

17 年３月期 ――――― 3.00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

14,574 
13,061 

5,929
5,445

40.7 
41.7 

386.23
354.25

17 年３月期 13,895 5,677 40.9 368.71
 (注)①期末発行済株式数 17 年 9 月中間期 15,351,907 株 16 年 9 月中間期 15,370,717 株 17 年 3 月期 15,361,799 株 
②期末自己株式数 17 年 9 月中間期 48,093 株 16 年 9 月中間期 29,283 株 17 年 3 月期 38,201 株 
 

２．18 年３月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通  期 11,250 400 250 3.00 3.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  16 円 28 銭 

 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって異なる場合があります。 
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９．個別中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表 （単位：千円）

期　別

科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

流動資産 8,331,664 63.8 8,920,548 61.2 8,726,406 62.8

現金及び預金 1,505,235 1,723,572 1,946,128

受取手形 1,192,369 1,188,839 1,590,809

売掛金 2,806,563 3,003,467 2,294,874

たな卸資産 2,689,593 2,833,384 2,751,610

繰延税金資産 104,156 136,549 108,060

その他の流動資産 47,418 57,782 48,321

貸倒引当金 △ 13,673 △ 23,048 △ 13,396

固定資産 4,729,997 36.2 5,653,604 38.8 5,168,833 37.2

有形固定資産 3,304,732 25.3 3,922,550 26.9 3,554,601 25.6

建物 1,352,556 1,825,097 1,362,099

機械及び装置 1,005,011 987,116 1,002,697

土地 592,624 587,109 592,624

その他の有形固定資産 354,538 523,227 597,179

無形固定資産 20,186 0.2 49,581 0.3 55,679 0.4

投資その他の資産 1,405,078 10.8 1,681,472 11.5 1,558,551 11.2

投資有価証券 903,018 1,233,960 1,095,267

子会社株式 3,030 3,030 3,030

長期営業債権 51,968 52,508 54,741

繰延税金資産 41,800 － －

その他の投資 439,594 443,864 459,008

貸倒引当金 △ 34,334 △ 51,891 △ 53,496

資 産 合 計 13,061,661 100.0 14,574,153 100.0 13,895,239 100.0

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成17年3月31日)

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)
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期　別

科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

流動負債 5,366,664 41.1 6,320,347 43.4 5,733,316 41.3

支払手形 1,811,132 1,975,316 1,612,643

買掛金 596,617 740,628 672,979

短期借入金 1,773,708 1,772,256 2,057,164

１年以内償還予定の社債 50,000 110,000 110,000

未払法人税等 26,038 132,257 42,657

賞与引当金 115,000 138,000 120,000

製品保証引当金 62,568 66,032 62,879

その他の流動負債 931,599 1,385,854 1,054,993

固定負債 2,249,800 17.2 2,324,372 15.9 2,484,535 17.9

社債 335,000 495,000 550,000

長期借入金 1,080,006 996,650 1,093,472

退職給付引当金 505,964 469,591 477,755

役員退職引当金 230,376 111,325 235,476

その他の固定負債 98,453 251,805 127,831

負債合計 7,616,465 58.3 8,644,719 59.3 8,217,851 59.1

（ 資 本 の 部 ）

資本金 1,510,000 11.6 1,510,000 10.4 1,510,000 10.9

資本剰余金 926,354 7.1 926,354 6.4 926,354 6.7

　資本準備金 926,345 926,345 926,345

　自己株式処分差益 8 8 8

利益剰余金 2,862,403 21.9 3,153,227 21.6 2,986,743 21.5

　利益準備金 377,500 377,500 377,500

　任意積立金 2,321,959 2,334,241 2,321,959

中間未処分利益 162,944 441,486 287,284

その他有価証券評価差額金 150,155 1.1 348,635 2.4 260,172 1.9

自己株式 △ 3,717 △ 0.0 △ 8,784 △ 0.1 △ 5,882 △ 0.0

資本合計 5,445,196 41.7 5,929,433 40.7 5,677,387 40.9

負 債 ・ 資 本 合 計 13,061,661 100.0 14,574,153 100.0 13,895,239 100.0

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成17年3月31日)

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)
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（２）中間損益計算書 （単位：千円）

期　別　

　科　目 金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

売上高 5,511,078 100.0 6,016,606 100.0 10,607,936 100.0

売上原価 4,669,384 84.7 4,864,437 80.9 8,856,812 83.5

売上総利益 841,694 15.3 1,152,168 19.1 1,751,124 16.5

販売費及び一般管理費 724,070 13.1 784,228 13.0 1,424,740 13.4

営業利益 117,623 2.1 367,940 6.1 326,384 3.1

営業外収益 19,025 0.3 17,853 0.3 32,115 0.3

受取利息及び配当金 8,066 9,688 12,935

その他 10,958 8,164 19,180

営業外費用 46,958 0.9 44,918 0.7 92,276 0.9

支払利息 34,781 35,086 68,286

その他 12,177 9,831 23,990

経常利益 89,689 1.6 340,875 5.7 266,224 2.5

特別利益 40,891 0.7 882 0.0 19,720 0.2

投資有価証券売却益 － 882 －

貸倒引当金戻入額 40,891 － 19,720

特別損失 11,177 0.2 32,127 0.5 26,909 0.3

固定資産処分損 138 32,127 16,950

投資有価証券評価損 10,938 － 9,958

その他 100 － －

税引前中間（当期）純利益 119,402 2.2 309,630 5.1 259,035 2.4

法人税、住民税及び事業税 18,669 0.3 124,199 2.1 32,201 0.3

法人税等調整額 42,752 △ 40,439 44,512

中間（当期）純利益 57,981 1.1 225,870 3.8 182,321 1.7

前期繰越利益 104,962 215,616 104,962

中間（当期）未処分利益 162,944 3.0 441,486 7.3 287,284 2.7

前中間会計期間

自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

当中間会計期間

自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

前事業年度の
要約損益計算書

自平成16年４月１日
至平成17年３月31日
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（３）中間財務諸表作成の基本となる事項 

(1)有価証券の評価方法及び評価基準 

満期保有目的債券 償却原価法 ･･･････････

･････････････

･････････････････

･･･････････････

･････････････

･････････

･････････････････

･････････････････

･････････････

･････････････

･････････････

その他有価証券 イ．時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

ロ．時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社株式 移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産の評価方法及び評価基準 

製品・仕掛品 個別法による原価法 

原材料・貯蔵品 移動平均法による原価法 

(3)固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法（但し、平成１０年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）

については定額法） 

無形固定資産 定額法（自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。） 

(4)リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス･リース取引については通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

おります。 

(5)引当金の計上方法 

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 従業員の賞与支払に備えるため、支給見込額の当中間会計期間負担額を引

当計上しております。 

製品保証引当金 売上製品の保証費用に充当するため、実績基準により引当計上しております。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異については 15 年による按分額を費用処理しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

役員退職引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく当中間期末要支

給額を計上しております。 
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(6)ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 金利スワップについて特例処理の条件を充たしているため、

特例処理を採用しております。 

･････････････････････

･･･････････････

･･･････････････････････････

･･･････････････

･･･････････････････

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金に係る金利変動リスク 

③ヘッジ方針 金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範

囲内でヘッジを行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップについては特例処理によっておりますので有効

性の評価を省略しております。 

(7)消費税等の会計処理方法 税抜方式 

 

【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 
（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 
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（注） （単位：千円）

　　　項　　　　　　　目

１．子会社に対する短期金銭債権 229,584 239,867 234,556

２．有形固定資産減価償却累計額 11,187,579 11,307,534 11,140,088

３．受取手形割引高 714,674 1,156,894 733,777

４．担保に供している資産

　　受取手形 9,726 － －

　　固定資産 2,570,499 2,999,733 2,544,757

　　投資有価証券 684,951 936,015 854,536

５．自己株式 (29,283株) 3,717 (48,093株) 8,784 (38,201株) 5,882

６．リース物件の所有権が借主に

　　移転するものと認められるも

　　の以外のファイナンスリース

　　取引

　(１)リース物件の取得価額相当額

　　　減価償却累計額相当額及び期

　　　末残高相当額

　　　　取得価額相当額 158,437 76,313 158,437

　　　　減価償却累計額相当額 130,325 47,218 135,626

　　　　期末残高相当額 28,111 29,094 22,810

　(２)未経過リース料期末残高相当額

　　　　１年内 10,182 11,289 9,761

　　　　１年超 17,929 17,805 13,049

　　　　合　計 28,111 29,094 22,810

　(３)支払リース料(減価償却費相当額) 12,169 5,750 17,716

　(注)イ期末残高相当額及び未経過

　　　　リース料期末残高相当額は

　　　　支払利子込み法により算定

　　　　しております。

　　　ロ減価償却費相当額の算定方法

　　　　は､定額法によっております｡

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前  事  業  年  度
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